
一般競争入札における適合基準等の見直しについて検討し、より多くの者が入札可能となるよう努める。
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予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

現行または見直し案どおり

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

本事業の落札者決定後から相談業務を開始するまでの間に５回にわたるミーティングを実施し、予算の支出・使途につ
いて把握を行うことにより、適切な予算執行に努めた。具体的には、相談センター開設に当たっての電話回線・LAN工
事、相談内容を管理するシステムの整備、相談センターのHPの開設等の、目的、支出先の把握を行った。
相談センター運用後は、定例会合を計４回開催し、運用実績・支出状況について報告を受けた。

見直しの
余地

執行額 ― ― 37

執行率 ―

総事業費(執行ベース) ―

― 39 39

平成21年８月より違法・有害情報相談センターの相談業務を開始し、平成21度末までに1,164件の相談対応を行った。
相談者は当初想定していたプロバイダ・掲示板管理者や消費者センターや学校関係者等に留まらず、個人や弁護士
等からの相談もあり、幅広い相談業務を実施した。プロバイダ等向けのセミナーは、当初10回程度を想定していたとこ
ろ、それを上回る17回を実施した。
また、有識者等を構成員とする「違法有害情報相談センター運営協議会」を２回開催し、違法・有害情報相談センター
における相談状況を中心に、インターネット上の違法・有害情報に関する情報交換やその対応策等について協議した。
寄せられた相談は収集・分析の上、総務省と違法・有害情報相談センターとの定例会合で報告され、平成21年度末に
これまでに寄せられた相談を収集、分析の上、報告書としてとりまとめた。分析結果は、違法・有害情報対策の施策立
案の検討材料となっている。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度

― 98%

37

担当部局庁

22年度 23年度要求

予算額(補正後）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

インターネット上の違法・有害情報に関して、プロバイダ等からの個々の事案への対応についての相談業務及びプロバ
イダ等への啓発業務等を専門的なノウハウを有する民間者に請け負わせることにより、専門家の不足等により対応の
判断が困難なことが多い中小のプロバイダ等による違法・有害情報の削除等を効率的・効果的に促進することを目的
とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

インターネット上の違法・有害情報について、中小のプロバイダ等では削除等の対応の判断が困難なことが多いことか
ら、プロバイダ責任制限法及び各種ガイドラインに関する相談を受け付ける。さらに、平成21年４月より施行された青少
年インターネット環境整備法に基づき、青少年による有害情報の閲覧を防止する措置に係る努力義務の履行等に関す
る相談に対応する。また、寄せられた相談の集計及び分析を行う。
併せて、インターネット上の違法・有害情報に関し、プロバイダ等向けのセミナーを開催する。

―

実施状況

平成２１年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

プロバイダ責任制限法第３条、第４条
青少年インターネット環境整備法第４条

関係する計
画、通知等

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる
ようにするための施策に関する基本的な計画
犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008

課長　鈴木　信也

会計区分 一般会計 上位政策 情報通信技術利用環境整備費

作成責任者

総合通信基盤局 担当課室 消費者行政課

事業番号 0108

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(総　務　省)

予算事業名
インターネット上の違法・有害情報対応相談業

務等の請負
事業開始

年度



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかにつ
いて補足する)
(単位:百万円)

総務省

３７百万円

・相談センターの運営支援

・寄せられた相談の行政施策への反映

A. （社）テレコムサービス協会

３７百万円

・相談業務の実施

・相談内容の集計・分析等による違法・

有 害情報への対応に関する現状及び

今後の課題の分析

・プロバイダ等に向けたセミナーの実施

【 一般競争入札 】

応札数１者、応札率９８％



0計 0 計

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0

C. G.

計 0 計

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 37 計

その他 消耗品、会議費、印刷代 3

物品購入費 通信機器、什器・備品、工事費 4

人件費等 実務アドバイザー人件費等

物件費 事務室レイアウト変更 1

5

人件費等 相談内容分析等の実施 7

諸謝金 顧問弁護士への謝金 3

使　途 金　額
(百万円）

人件費 相談員人件費 14

費目・使途
（「資金の流

れ」においてブ
ロックごとに最
大の金額が支
出されている者
について記載
する。使途と費
目の双方で実
情が分かるよう

に記載）

A.(社）テレコムサービス協会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目



総 務 省

インターネット上の違法・有害情報の氾濫、学校裏サイト等の新たな事案

違法・有害情報相談センター

関係法令
・プロバイダ責任制限法
・青少年ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
環境整備法 等

関係省庁

等

内閣官房

内閣府

警察庁

文部科学省

安心ﾈｯﾄづくり
促進協議会

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･
ﾎｯﾄﾗｲﾝ・ｾﾝﾀｰ

ﾓﾊﾞｲﾙ・ｺﾝﾃﾝﾂ・
ﾌｫｰﾗﾑ （ＭＣＦ）

顧問弁護士

業界団体

業界団体による
ガイドライン等

・ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ責任制限法関係
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上の違法な情報
への対応に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

・契約約款モデル情報 等

電気通信事業者
（プロバイダ等）

掲示板管理者 等 学校関係者

支援

違法・有害情報の
現状把握・課題分析

対応マニュアル、各種参考
情報等の整備

相談受付

違法・有害情報の
現状把握・課題分析

対応マニュアル、各種参考
情報等の整備

相談受付

アドバイス 情報提供・ガイド
ライン等の周知

相談センター
運営協議会

照会

協議

連携

連携

等

ﾓﾊﾞｲﾙｺﾝﾃﾝﾂ審査・運用
監視機構（ＥＭＡ）

法務省

経済産業省

関係する民間組織

等
相談・問合せ等

人権用語委員 各種消費者団体 等

違法・有害情報に関する相談センター
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